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第 ５ ７ 期  決 算 公 告 
 

平成17年６月29日 
 

東京都港区芝大門１丁目４番８号 

酒 井 重 工 業 株 式 会 社 
代表取締役社長  酒 井 一 郎 

 
貸 借 対 照 表 
（平成17年３月31日現在） 

 資 産 の 部 負 債 の 部 

 千円  千円 

流 動 負 債 8,166,958 
支 払 手 形 3,603,962 
買 掛 金 717,957 

未払外注加工費 351,423 
短 期 借 入 金 2,018,552 
一年以内返済予定の長期借入金 800,000 

未 払 金 260,210 
未 払 法 人 税 等 51,652 
未 払 費 用 203,321 
前 受 金 20,802 

預 り 金 27,926 
製品保証引当金 34,000 
そ の 他 77,149 
固 定 負 債 548,660 

退職給付引当金 473,852 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 74,808 
負 債 合 計 8,715,618 
資 本 の 部 

資 本 金 3,115,199 
資 本 剰 余 金 6,600,565 
資 本 準 備 金 6,584,217 

その他資本剰余金 16,348 
自己株式処分差益 16,348 

利 益 剰 余 金 7,718,262 
利 益 準 備 金 778,799 

任 意 積 立 金 6,106,657 
固定資産圧縮積立金 35,223 
価格変動積立金 65,168 
海外市場開拓積立金 6,265 

別 途 積 立 金 6,000,000 
当期未処分利益 832,805 
株式等評価差額金 572,665 
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 572,665 

自 己 株 式 △   5,434 

流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
有 価 証 券 
商 品 
製 品 
原 材 料 
仕 掛 品 
前 払 費 用 
未 収 入 金 
短 期 貸 付 金 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 
固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物 
構 築 物 
機 械 装 置 
車 両 運 搬 具 
工 具 器 具 備 品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 
無 形 固 定 資 産 
電 話 加 入 権 等 
ソ フ ト ウ ェ ア 
投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
子 会 社 株 式 
子 会 社 出 資 金 
従業員長期貸付金 
子会社長期貸付金 
長 期 前 払 費 用 
長 期 営 業 債 権 
繰 延 税 金 資 産 
団体生命保険金 
敷 金 
長 期 性 預 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

15,836,993 
2,582,430 
3,348,223 
4,800,494 
222,988 
961,152 
1,299,182 
994,023 
954,397 
23,191 
139,699 
334,301 
148,562 
34,300 

△     5,954 
10,879,884 
2,784,881 
913,563 
79,627 
145,317 
98,207 
126,290 
1,319,645 
102,229 
66,192 
11,033 
55,158 
8,028,810 
4,222,334 
1,707,143 
333,083 
19,636 
384,251 
37,347 
397,798 
272,572 
408,256 
42,199 
550,000 
115,130 

△  460,944 資 本 合 計 18,001,258 

資 産 合 計 26,716,877 負債及び資本合計 26,716,877 
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損 益 計 算 書 
（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで） 

 科 目 金 額 

 

  千円 千円 

営 業 収 益  13,678,570 

売 上 高 13,678,570  

営 業 費 用  13,437,795 

売 上 原 価 10,043,361  

販売費及び一般管理費 3,394,433  

営
業
損
益
の
部 

営 業 利 益  240,774 

営 業 外 収 益  106,491 

受 取 利 息 65,609  

受 取 配 当 金 16,272  

受 取 保 険 配 当 金 1,174  

雑 収 入 23,434  

営 業 外 費 用  162,335 

支 払 利 息 47,593  

棚 卸 資 産 評 価 損 14,044  

営

業

外

損

益

の

部 

雑 損 失 100,696  

経

常

損

益

の

部 

 経 常 利 益  184,930 

特 別 利 益  565,656 

固 定 資 産 売 却 益 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 

522,610 
42,632 
413 

 

特 別 損 失  423,720 

特

別

損

益

の

部 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 
固 定 資 産 処 分 損 
合 併 費 用 

397,788 
2,200 
14,506 
9,225 

 

税 引 前 当 期 純 利 益  326,865 

法人税、住民税及び事業税 19,100  

法 人 税 等 調 整 額    32,218     51,318  

当 期 純 利 益  275,547 

前 期 繰 越 利 益  663,492 

中 間 配 当 額  106,234 

当 期 未 処 分 利 益  832,805 
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（重要な会計方針） 
 貸借対照表及び損益計算書の作成に当たって採用した重要な会計処理の原則及び手続き

は次のとおりであります。 

１．資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的債券         償却原価法（定額法） 

子 会 社 株 式         移動平均法による原価法 

そ の他有価証 券 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

② デリバティブ            時価法 

③ 棚卸資産 

製 品 ・ 仕 掛 品         総平均法による原価法 

商       品 

商      品         最終仕入原価法による原価法 

輸 入 商 品         個別法による原価法 

仕 入 部 品         移動平均法による原価法 

原   材   料         最終仕入原価法及び移動平均法による原価

法 

２．固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）に

ついては定額法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建       物   15～50年 

構   築   物   ７～50年 

機 械 装 置   ３～11年 

車 両 運 搬 具   ４～６年 

工 具 器 具 備 品   ２～15年 

② 無形固定資産 

 定額法、なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期

間（５年）に基づく定額法によっております。 

３．引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 売上債権及び貸付金等の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

② 製品保証引当金 

 製品の保証期間に発生した費用の支出に備えるため、過去の実績の製品売上高に対

する比率を算定して当営業年度の売上高に乗じた額を計上しております。 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

 

（4）／ 6/30/05 2:03 PM（6/30/05 1:59 PM）／ 単体決算公告.doc 

4 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当営業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当営業年度末において発生していると認められる額を計上してお

ります。 

 会計基準変更時差異については、10年による按分額を費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各営業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌営業年度か

ら費用処理しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、社内規定に基づく支給予定額の100％

相当額を計上しております。なお、当該引当金は商法施行規則第43条に規定する引当

金であります。 

４．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

６．ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 為替予約の付されている外貨建金銭債権債務については振当処理の要件を充たす場

合は振当処理によっております。 

 金利スワップについて特例処理の要件を充たしている場合には特例処理を採用して

おります。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段    ヘッジ対象 

為替予約     外貨建金銭債権債務 

金利スワップ   借入金支払利息 

③ ヘッジ方針 

 将来の為替変動によるリスク回避及び金利変動によるリスク回避を目的とし、投機

的な取引は行っておりません。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 外貨建金銭債権債務の振当要件及び金利スワップの特例要件に該当するため、ヘッ

ジ効果が極めて高いことから事前・事後の検証は行っておりません。 

７．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（貸借対照表の注記） 

１．子会社に対する短期金銭債権 2,711,775千円 

  子会社に対する長期金銭債権        384,251千円 
子会社に対する短期金銭債務 644,094千円 
２．有形固定資産の減価償却累計額 6,574,079千円 
３．担保に供している資産 547,190千円 
４．貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及びその周辺機器等については

リース契約により使用しております。 

５．保証債務残高 3,304,012千円 

６．商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額 

573,212千円 

７．貸借対照表の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 
（損益計算書の注記） 

１．子会社との取引高 

売    上    高 2,605,094千円 
仕    入    高 2,009,731千円 
営業取引以外の取引 21,972千円 

２．研究開発費の総額             528,169千円 

３．１株当たり当期純利益            6.48円 

４．損益計算書の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 
（税効果会計関係） 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額 179,656千円 
未払賞与否認 68,000千円 

棚卸資産評価損否認 72,854千円 

役員退職慰労引当金否認 29,923千円 
繰越欠損金 666,695千円 
退職給付引当金否認 186,807千円 
その他 34,193千円 
繰延税金資産小計 1,238,130千円 
評価性引当額 △ 411,567千円 
繰延税金資産合計 826,562千円 
繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金 △  23,482千円 

その他有価証券評価差額金 △ 381,777千円 

その他 △   168千円 
繰延税金負債合計 △ 405,427千円 
繰延税金資産の純額 421,135千円 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項

目別の内訳 

法定実効税率 40.3％ 
（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 7.6％ 
控除所得税額 1.1％ 
住民税均等割 5.9％ 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 1.8％ 
評価性引当額 △40.1％ 
その他  2.7％ 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 15.7％ 
 
（退職給付関係） 
１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けており

ます。 

２．退職給付債務及びその内訳 

① 退職給付債務 △1,460,209千円 
② 年金資産 526,644千円 
③ 未積立退職給付債務 △ 933,565千円 
④ 会計基準変更時差異の未処理額 267,447千円 
⑤ 未認識数理計算上の差異 192,267千円 
⑥ 退職給付引当金 △ 473,852千円 
３．退職給付費用の内訳 

① 勤務費用 68,906千円 
② 利息費用 35,754千円 
③ 期待運用収益 △  7,103千円 
④ 会計基準変更時差異の費用処理額 53,489千円 
⑤ 未認識数理計算上の差異の費用処理額 23,577千円 
⑥ 退職給付費用 174,624千円 
４．退職給付債務等の計算基礎 

① 退職給付見込額の期間配分方法   期間定額基準 

② 割引率 2.1％ 

③ 期待運用収益率 1.5％ 

④ 会計基準変更時差異の処理年数 10年 

⑤ 未認識数理計算上の差異の処理年数 10年 


